
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（平成１７年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

　　　　　　　　　　千円

6,496

　平成１７年３月２２日に長門市、三隅町、日置町、油谷町が合併して、新しい「長門市」が誕生した。そのため、平成１６年
度の決算額等の数値については、合併していたものとして計算した数値である。

289,182

千円　　

947,321

千円　　

3,579,1132,342,610

人　

1,575,483 5,401,004

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　給　 料 職員手当

22,950,054

長門市の給与・定員管理等について

（参考）

区　　分

23.5

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費率

42,211

千円　　

実 質 収 支

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（16年度末）

人 件 費

　　　　　　Ｂ

職員数 給 与 費

　　　　　　Ａ

人　

551

千円　　

15年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

－

一人当たり給与費

　　　　　　％
16年度

17年度

(H17)
99.8

(H17)
94.5

(H17)
97.6

90

95

100

105

長門市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円

    （注）　「うち○○」とあるのは、長門市の技能労務職のうち、比較的職員数の多い「給食調理員」と「清掃員」について
　　　　記載しています。

　　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

類似団体

民間事業者平均

国

山口県

国
382,092

42.0

399,350

374,925

40.3

長門市

平　均　年　齢

46.9

48.7

うち清掃員

－

平均給与月額

289,965

－

346,958342,291

長門市

－54.7

－

平均給料月額平均年齢

48.1

類　似

－

団　体 332,326

32.7 271,167

類 似

区 分

42.2

47.1

－

346,397

329,728

平 均 年 齢 平均給料月額

350,300

350,336

平均給与月額

平均給与月額

358,299

382,300

359,496

339,516

　　　　　　区　　分 平均給料月額

285,008

－

長門市

うち給食調理員

区 分

－

－

－－

－

340,475

312,329

301,969

325,107

国

団 体

45.3

山口県
435,985

43.0 358,960 －

316,808

289,367

－

－

316,350

382,765

－
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　　　　④消防職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均
 　　　　 である。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

(2) 職員の初任給の状況（平成１７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

－ － － －

－ － － －

円 円 － －

円 円 － －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区 分
初任給

教　育　職

技能労務職

一般行政職
大　学　卒

130,000

116,800

191,400

高　校　卒

手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

区　　　         分

184,400

148,500

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒 138,800

154,300

143,300

130,000中　学　卒

２年後の給料

大　学　卒

高　校　卒

中　学　卒

２年後の給料

170,700

138,800

大　学　卒

高　校　卒

類 似

教　育　職

高　校　卒

279,400

226,200

190,200消　防　職
（消防士）

－

－

177,400

経 験 年 数 １ ０ 年

160,200

338,700

279,400

経 験 年 数 ２ ０ 年

138,800

382,300

高　校　卒

338,700

382,300

348,000

304,800

279,400

252,500

長　　　　門　　　　市

170,700

団 体 43.0 341,551

大　学　卒

226,200

一般行政職

技能労務職

407,355

経 験 年 数 １ ５ 年

－

－

338,700

288,000

消　防　職
（消防士）

大　学　卒

高　校　卒

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸

198,600

国

369,186

－

区 分 平 均年齢 平均給料月額 平均給与月額

431,395

279,400

234,600

－

－

160,200

45.6

－ －

373,463 406,054

初任給

長門市

国
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１７年４月１日現在）

（注）１　長門市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

4

吏員

吏員

主任主事、主任技師

1.1

課長補佐、困難係長

主任

60

吏員

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

26 7.1

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

14 3.8

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

45 12.3

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

19.7

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

16.4

　　　　　　　　％

13.2

72

２　　級

１　　級

５　　級

４　　級

８　　級

３　　級

　　　　　　　　％
課長、主幹、困難課長補佐

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

2.2

24.1

　　　　　　　　％

部長

構成比

６　　級

　　　　　　　　人

標準的な職務内容 職員数区　　分

8

７　　級
　　　　　　　　人

９　　級

48
係長、困難主任

88

　　　　　　　　人

１級
1.1%

２級
3.8%

３級
7.1%

４級
16.4%

５級
12.3%

６級
13.2%

７級
19.7%

８級
24.1%

９級
2.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成17年の構成比
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(2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（16年度支給割合） （16年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

 （1.6） 月分  （0.7） 月分  （1.6） 月分  （0.7） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当（平成１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例 その他の加算措置 定年前早期退職特例

措置（２％～20％加算） 措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

42.12 33.75 42.12

59.28 59.28 59.28

国長　　　　　　　　　　　門　　　　　　　　　　　市

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

33.75

21.00 27.30 21.00

59.28

59.28

1,695

7,550 26,964

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

27.30

47.50 59.28

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

－

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

長　　　　　　　　　　　門　　　　　　　　　　　市 国

１人当たり平均支給額（16年度） －

47.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・ 役職加算　　　５～20％
　・ 管理職加算　10～25％

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　％

普通昇給期間（１２～２４月）を

普通昇給期間（１２～２４月）を

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　％

－

15年度

　　　　　　　　　人

－

全　職　種

　　　　　　　　　人

－

   1.4

短縮して昇給した職員数

職 員 数

－

区　　　　　　　　　　　　分

16年度

   3.0   1.4

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・ 役職加算　　　５～20％

   3.0
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 (3) 調整手当（平成１７年４月１日現在）

千円

千円 支給制度なし

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

千円

　円

　％

感染症防疫作業手当 感染症防疫作業をする職員 感染症防疫作業業務 1日500円

家畜防疫作業手当 家畜防疫作業をする職員 家畜防疫作業業務 1日500円

住宅使用料、清掃手数
料、保育料及び下水道
使用料等の徴収業務（１
日３時間を超える場合）

緊急業務

7,426

犬猫死体処理手当 清掃業務従事手当を受けない職
員

犬猫死体処理業務

福祉事務所に勤務する職員

清掃業務従事手当 清掃工場に勤務する職員
清掃工場以外に勤務する者

火葬業務従事手当

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

福祉主事訪問調査手当 訪問調査に従事する社会福祉主
事

主な支給対象職員

支給実績（16年度決算）

勤務時間外で緊急用務のため出
務した職員

手当の名称

1日300円

1日600円
（300円）
1日250円

月額10,000円
1体2,000円

火葬業務

ごみ処理業務
（4時間未満）
清掃業務

1日200円

1件につき50円

1件につき100円

1戸につき300円

1戸につき400円
1日200円

1日200円

1日800円

被保護世帯の訪問調査
業務

月額6,000円

支給実績（16年度決算）

支給対象地域

－

－

左記職員に対する支給単価

12

行旅死亡人の収容作業
業務

行旅死亡人収容手当

緊急呼出手当

主な支給対象業務

市税及び国民健康保険
料の徴収外勤手当

市税、国民健康保険料の徴収業
務をする職員

１督促、徴収業務
①１日につき３時間を超
える場合
②現年度分を徴収した
場合
③滞納繰越分を徴収し
た場合
２物件(不動産を除く)差
押さえ業務
３差押物件引揚げ業務
４検税調査業務（１日３時
間を超える場合）

税外収入徴収外勤手当 上記以外の徴収業務をする職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

手当の種類（手当数）

支給率

１件につき5,000円

支給対象職員数 国の制度（支給率）

45,006

13.1

火葬業務を本務とする職員
上記以外の職員

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成１７年４月１日現在）

円

円

円

住居手当

千円

－

83,562

国の制度

72,556

195

月額3,500円

1日400円

1日400円

手　当　名

異なる

異なる内容

－

扶養手当

同じ

○配偶者　13,500円
○子・父母等２人まで１人
につき
6,000円
（配偶者を扶養していな
い場合は１人目を6,500
円）
○配偶者がない職員の扶
養親族のうち
　１人　　11,000円
　その他　 5,000円
○満16歳の年度始めから
満22歳の年度末までの子
１人につき　5,000円加算

内容及び支給単価 との異同

○借家
・家賃19,000円以下
　家賃から8,000円を控除
した額
・家賃19,000円超
　家賃から19,000円を控
除した額の２分の１
(16,000円が限度)に
11,000円を加算した額
・最高限度額　27,000円
○自宅　　　　 3,000円

○交通機関
　運賃（定期券）が55,000
円以下の場合　運賃相当
額
○交通用具
　片道2kmから40km以上
まで14区分
（月額3,000円～24,000
円）

通勤手当

異なる

支給実績（17年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

緊急車両の機関員、救急業務に
従事する職員
救急救命士
救急・救助隊員
はしご車搭乗隊員
消防署に勤務する交替制勤務者

下水業務従事手当 浄化センターに勤務する職員

上記以外の職員

支給職員１人当たり
平均支給年額

災害現場及び救急業務

救急・救助業務

防災・救助活動業務
深夜（22時から5時）１時
間以上の通信業務

浄化センターでの作業
業務
汚水が流入している管渠
の調査、検査業務
下水道の現場作業業務

（１６年度決算）

千円

74,557

○借家
基礎控除額
　　8,000円
国 12,000
円
○自宅
一律3,000
円
国　新築５
年以内
2,500円

○交通用具
国
2kmから
60km以上
13区分
　2,000円～
24,500円

27,288

247,631

98,662千円

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支給実績

29,796

国の制度と

消防業務従事手当 1回130円

1回510円
1回240円
1回500円
1回410円

（１６年度決算）
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円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

同じ

同じ

同じ

241,417

千円

－

30,368

69,250

千円

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給
給料の部長10%、課長8%、
主幹7%、課長補佐5%を支
給

宿日直手当

管理職員特別勤務
手当

夜間勤務手当 正規の勤務時間として、
深夜に勤務した職員に支
給　時間単価の25%を支
給

管理職手当

休日勤務手当

同じ

同じ

祝日法による休日等、年
末年始の休日等におい
て、正規の勤務時間に勤
務した職員に支給　時間
単価の35%増の額支給

宿日直勤務をした職員に
支給　4,200円

管理職手当を受ける職員
が、臨時又は緊急の必要
により週休日等に勤務し
た場合に支給
　部・課長6,000円、課長
補佐4,000円
（６時間超　150/100を乗
じた額）

千円

千円

千円

367,712

副 議 長

議 員

助 役 給料月額(660,000)×在職月数×0.3

市 長

　　（算定方式）

給料月額(830,000)×在職月数×0.5

235,000

385,000 205,000

406,000

531,000

463,000 276,000

（参考）類似団体における最高／最低額

400,0001,010,000

800,000 551,000

　　（16年度支給割合）

320,000

副 議 長 360,000

　　（16年度支給割合）市 長

助 役

議 長

750,000

収 入 役

議 員

報
酬

577

2,770

0

助 役

収 入 役

425,000

期
末
手
当

退
職
手
当

660,000

580,000

収 入 役

議 長

区 分 給 料 月 額 等

給
料

11,588

830,000

任期毎

給料月額(580,000)×在職月数×0.25

　（支給時期）

任期毎

3.3

51,112

任期毎

市 長

3.3
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（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成１７年４月１日現在）

　

25 1 　　　〃

税務 33 30

3

△ 3

農林水産 53 41 △ 12

△ 5

108

商工 9 12

46 41

民生 107

96 80

　　　〃

人 人

　　　〃

職員数
741

人 人 人

136 36 67 92

55歳43歳 47歳 51歳

22 41 71

23歳 27歳 31歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

～ ～

52歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳

～

合　　計
641

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

水道

小　計

21

71

その他 26
下水道 24

147

423

消防 66
　特
　別
　行部
　政門

衛生

教育

小　計

職 員 数

総務企画

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

74

土木 39

7

小　計 416

21

139

81

47

127 130

△ 7

人

617

計

16

1

平成１６年

一
般
行
政
部
門

議会 9

[ 674 ］

62 △ 9

3 　　　〃

△ 7 　　　〃

8 　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

△ 10

　　　〃

△ 8

　　　〃

0

617 △ 24

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成１７年

△ 2 合併に伴う組織機構の見直し

65 △ 1 　　　〃

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

平成１７年構成比

平成１２年構成比

%
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(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

平成１７年

計画前年

（注）１　計画期間は、平成１８年～平成２１年の４年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（参考） （各年４月１日現在）

数値目標

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

平成17年4月1日

全部門

減 員

増 員

△ 55

562

差 引

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

一般行政

減 員

特別行政

平成22年 4月 1日 △５５人（△８．９％）

　今後１０年間で総職員数（平成17年4月1日現在：617人）で100人（16.2％）の
削減を目標とする。そのため、平成22年4月1日までの5年間については、予想
される行政需要に的確に対応しながら、総数での職員数を抑制する観点か
ら、総職員数で55人（8.9％）の削減を目標とする。

（参考）平成１８年 平成２１年平成１９年

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平成２１年

４　年　目

617

１　年　目 ２　年　目

18年～22年

　　計

平成２０年

３　年　目

平成１９年 平成２０年平成１７年

（　　％）

計画前年

18年～21年 （参考）

１　年　目 ２　年　目 ３　年　目 ４　年　目 　　計 数値目標

平成１８年

差 引

増 員

（　　％）

職員数 416

減 員

差 引

増 員

（　　％）

職員数 139

公営企業
等  会  計

減 員

差 引

増 員

（　　％）

職員数 62

計

減 員

差 引

増 員

（　　％）

職員数 617
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

ウ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（16年度支給割合） （16年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

 （1.6） 月分  （0.7） 月分  （1.6） 月分  （0.7） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1,753 1,695

580,642

577,861

－

団 体 平 均 44.1

長門市（水道事業以外の全職員）長　　門　　市（水道事業）

平均月収額

　　　　　計　　　　　Ｂ

375,763

387,480長 門 市

　　　　千円

520,219 17,152

（参考）

　平成１７年３月２２日に長門市、三隅町、日置町、油谷町が合併して、新しい「長門市」が誕生した。そのため、平成
１６年度の決算額等の数値については、合併していたものとして計算した数値である。

質収支

１人当たり平均支給額（16年度）

－

千円　

平　均　年　齢

44.7

　　　　　　区　　分

21

基本給

38,096

Ａ  

14,751

１人当たり平均支給額（16年度）

事 業 者

146,322

区分 純損益又は実 総費用に占める総費用 職員給与費

１５年度の総費用に占

める職員給与費比率Ｂ　

職員給与費比率

－

給 与 費

93,475

％　　　　

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

千円　

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

6,968

　　　　　　Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

％　

26.8139,273

　　　　　　Ａ

区分 職員数

16年度

１７年度

   3.0    1.4    3.0    1.4

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・ 役職加算　　　５～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・ 役職加算　　　５～20％
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イ　退職手当（平成１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例 その他の加算措置 定年前早期退職特例

措置（２％～20％加算） 措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

ウ　調整手当（平成１７年４月１日現在）

千円

   円 支給制度なし

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

千円

　円

　％

59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50

長門市　（水道事業以外の全職員）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

21.00 27.30 21.00 27.30

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

緊急呼出手当 勤務時間外で緊急用務のため出
務した職員

緊急業務 １回につき 800円

集金手当 給水料金の集金に従事した職員
指定納期を経過した給水料金の
集金に従事した職員

１日３時間を超える場合
未収金を集金した場合

１日につき 200円
納付書１枚につき 100円

停水従事手当 強制停水処分に従事した職員 給水停止業務 １件につき 200円

水源地勤務手当 水源地に常時勤務する職員 同左作業 月額 3,500円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

42.12

長　　門　　市（水道事業）

26,9647,550

33.75 42.12

－

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支給実績（１６年度決算）

33.75

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

－

一般行政職の制度（支給率）

－

－

支給実績（１６年度決算） 611

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度） 100.0

手当の種類（手当数） 4

35,953
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

（１６年度決算）と の 異 同内 容

支給実績一般行政職 支給職員１人当たり
手　当　名 内 容 及 び 支 給 単 価職 の 制 度制度と異な （１６年度決算） 平均支給年額

一 般 行 政

支給実績（15年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算） －

支給実績（16年度決算） 2,472

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 145

0 千円同じ
宿日直勤務をした職員に
支給　4,200円

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給
給料の課長8%、主幹7%、
課長補佐5%を支給

－
宿日直手当

千円 372,461

休日勤務手当 祝日法による休日等、年
末年始の休日等におい
て、正規の勤務時間に勤
務した職員に支給　時間
単価の35%増の額支給

同じ 0 千円 －

管理職手当

同じ 1,862

884 千円 52,024

千円912 70,154

3,366 千円 240,429

住居手当 ○借家
・家賃19,000円以下
　家賃から8,000円を控除
した額
・家賃19,000円超
　家賃から19,000円を控
除した額の２分の１
(16,000円が限度)に
11,000円を加算した額
・最高限度額　27,000円
○自宅　　　　 3,000円

同じ

通勤手当 ○交通機関
　運賃（定期券）が55,000
円以下の場合　運賃相当
額
○交通用具
　片道2kmから40km以上
まで14区分
（月額3,000円～24,000
円）

同じ

○配偶者　13,500円
○子・父母等２人まで１人
につき
6,000円
（配偶者を扶養していな
い場合は１人目を6,500
円）
○配偶者がない職員の扶
養親族のうち
　１人　　11,000円
　その他　 5,000円
○満16歳の年度始めから
満22歳の年度末までの子
１人につき　5,000円加算

同じ

扶養手当
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円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)③の参考を参照

計画期間

数値目標
始　期 終　期

千円同じ

正規の勤務時間として、
深夜に勤務した職員に支
給　時間単価の25%を支
給

0 －

夜間勤務手当

管理職員特別勤務
手当

管理職手当を受ける職員
が、臨時又は緊急の必要
により週休日等に勤務し
た場合に支給
　課長6,000円、課長補佐
4,000円
（６時間超　150/100を乗
じた額）

同じ 270 千円 54,000

　全職員を対象に定員適正化計画を
策定しています。6(3)①をご覧くださ
い。

　全職員を対象に定員適正化計画を
策定しています。6(3)②をご覧くださ
い。

14


